



(Fourth ACP-EEC Convention Signed in Lome on 15 December 1989) を締結した。
それから６年後の１９９５年１１月４日，EC１５カ国と ACP 諸国６９カ国は，場所
をロメからモーリシャスに移して，第四次ロメ改訂協定 (Fourth ACP-EC Con-
vention of Lome as Revised by the Agreement Signed in Mauritius on 4 November
1995) に調印した。こうしてロメ・レジームは，新たなミレニアムへの移行を
視野に入れながら，四半世紀の歴史を刻む運びとなった。とはいえそれは，「７































(The Lost Decade)，すなわち EU 開発協力政策の陳腐化過程に焦点を当て，そ
の基本構図を明らかにする――。これが，本稿の直接的な課題である。
VI－１ 第四次ロメ協定


























れないとの立場をとった。主要な提案は EU によってなされ，ACP 諸国がそ
れに応える（というかたちで交渉が展開された）４）」と総括した。また Brether-









































こうして，ACP 諸国と EEC との間の「特別な関係」も，否応なしに構造調
整路線というグローバル・トレンドの洗礼を受け，「ワシントン・コンセンサ
ス９）」が交渉におけるゲームの基本ルールを構成するに至るのである。
































































プの一員として，Differential and More Favorable Treatment の拡大・深化に向け，
先進工業国に対して共同歩調を推進すべき立場にあった。また，ウルグアイ・


































欧州統合の原点に立ち返り，「非ヨーロッパのコスト」(Cost of Non-Europe) の
削減，さらには「国境なきヨーロッパ」の構築によるスケール・メリットの享
受を図るものであり，EEC 構成国間に残存する非関税障壁を撤廃して，真の


















回帰，ひいては欧州要塞 (Fortress Europe) 構築の企てとして強い懸念／警戒心
を露にし，それに対する対抗措置を模索していった。それは，開発途上国の一













諸国）には，「ヨーロッパへの回帰」(Return to Europe) という，また＜西＞（EC













































１３カ月間におよぶ第四次ロメ協定締結交渉――。それは，EEC と ACP 諸
国が，ピラミッド型の構造に基づき，つぎの三つのレベルにおいて重層的に繰
り広げる複雑な政治ドラマであった２１）。第一のレベルは，一方に ACP 諸国閣
僚，他方に EC 加盟国閣僚および EC 委員会代表が，一堂に会して行われた閣
僚レベル協議である。それは，高度に政治的かつ戦略的な駆け引きの場であり，
第三次ロメ協定検討作業においては，合意が成立するまでに総計５回の会合を












それでは，EC と ACP 諸国は，どのような立場から交渉に臨んだのであろ
うか。第三次ロメ協定検討交渉に対する EC の基本的なスタンスは，１９８８年３

















































EC と ACP 諸国の双方に多大の人的・物的コスト負担を強いてきた。そこで
EC 委員会は，協定を二つの構成要素に区分し，各要素の特性に応じた対応を













びカリブ海 (C) と太平洋 (P) にまたがる EC 加盟国の旧植民地国を，ACP 諸
国として位置づけ，EC との開発協力のパートナーとしている。ところでこの
ACP 諸国の地理的範囲に関しては，EC 委員会は，その大幅な拡大は，統一的
・均質的な国家集団としての ACP 諸国の一体性を損ない，EC との協力関係
を制御困難にし，ひいてはロメ・レジームの基本理念そのものを脅かしかねな



















一欧州市場の完成が，ACP 諸国の EC 向け輸出を加速する潜在的可能性を秘
めている事実を見落としてはならない。後者に関しては，ウルグアイ・ラウン
ド交渉において，EC がすべての開発途上国を対象として，さまざまな貿易上






























造調整路線を主導する世界銀行や IMF との協同・連携に際しても，EC はそ
れに従属することなく，独自性・自主性を堅持する決意である。すなわち EC
は，構造調整の社会的・政治的影響に配慮し，調整政策と開発政策との適切な
バランス確保を常に心がける。なお ACP 諸国の債務に関しては，そもそも ACP
諸国に対する EC の援助は贈与が中心であり，EC のはたしうる役割はきわめ
て限られている。とはいえ EC は，債務問題の重要性を軽視するものではなく，
ACP 諸国の債務軽減に向けてさまざまな努力を積み重ねる覚悟である。





















ACP 諸国は，＜そもそもロメ協定は，ACP 諸国と EC とのパートナーシップ






















貿易協力は，ACP 諸国と EC との経済関係の中核を構成している。ところ
が，EC との貿易においても，また世界貿易全体においても，ACP 諸国の占め
る比重は，小さくかつ低下傾向にある。このような現状に鑑み，ACP 諸国は，







制度 (GSP) が ACP 諸国におよぼす不利益の再確認。④ACP 諸国のマーケテ
ィング能力向上のためのスキームおよび資金援助の必要性。⑤ウルグアイ・ラ

















































ともあれ，１９８８年１０月１２日－１３日，ルクセンブルクで，EC と ACP 諸国
との閣僚会議が開催され，第三次ロメ協定検討交渉が正式にスタートした２５）。
会議には，EC からは，新たに加盟したスペインとポルトガルを含む１２カ国






会議ではまず，EC を代表して EC 閣僚理事会議長国ギリシアが，交渉に臨
＜EU-ACP＞開発協力の半世紀（五）
― ―１７
む EC の基本的な立場を表明した。それは，主導原理として Change in Continu-
ity を掲げるものであり，ロメ・レジームの基本枠組みは堅持したうえで，必
要に応じて調整（修正）を行う用意がある旨を明らかにするものであった。そ










































最後に，EC（加盟１２カ国）を代表して ACP 諸国との交渉の実質を担う EC












・開発総局 (DG VIII) が隔月に発行し，交渉の進捗状況をモニターした Courier
の以下の記述から垣間見ることができよう。








された。同レポートでは，議長国より，Trust, Convergence, Frank Speaking, Open
Cooperation が交渉における基本原理として言及された旨が報じられた。







１９８９年５月－６月号２９）では，Hoping to do better というタイトルの下に，ブ
ラザビル閣僚協議後の交渉の進捗状況が報じられた。同レポートによれば，交
















１９８９年１１月－１２月号３２）では，Structural adjustment – the ACP response とい
うタイトルの下に，夏季休暇後の交渉の進展が報じられた。とりわけ，構造調































おいて，どのような Diplomatic Statement を駆使して，新協定を総括したので
あろうか。第四次ロメ協定締結交渉の最終局面において議長国を務め，交渉を
妥結へと主導したフランスの Michel Rocard 首相は，EC 閣僚理事会議長国の
立場から，以下のように訴えた――交渉においてわれわれが目指したのは，こ


















こうした EC 閣僚理事会議長と ACP 閣僚理事会議長によるエールの交換を



















組みが，EC および ACP 諸国における人権状況の改善にはたす役割が積極的
に評価された。また，最終議定書において，EC と ACP 諸国による共同宣言







て独立した規定を新設することにより，EEC の人権重視の立場を ACP 諸国，
ひいては国際社会に強くアピールしようとするものであった。その骨子は，以
下のとおりである。




基礎 (Basic Factor) を構成するのは人権であり，開発を通じて人権の促進










― ACP 諸国からの要請に基づき，ACP 諸国における人権の促進を目的とす
る特別な制度を設け，必要な財政的措置を講ずる。
ついで第二章第１８条では，一次産品輸出に対する過度の依存体質に苛まれ
ている ACP 諸国に対して，次のような視点から，ACP 諸国が自ら策定した政
＜EU-ACP＞開発協力の半世紀（五）
― ―２３
策・戦略を支援することが謳われた。――①PMDT (Processing, Marketing, Dis-





けられ，参加型開発 (Participatory Development)，あるいは分権的協力 (Decen-



























― ACP 諸国は，EEC による支援の下で，現在および将来の人々の生活条件
改善を見据えて，環境および天然資源の保護と強化，土地や森林の劣化防
止，生態系バランスの回復，天然資源の保全とその合理的活用を図る。














― EEC と ACP 諸国は，産業廃棄物や放射性廃棄物の国際的移動の管理に全
力を尽くす。
― EEC は，直接的であれ，間接的であれ，産業廃棄物や放射性廃棄物の ACP
諸国に対する輸出（移動）を禁止する。
― ACP 諸国は，直接的であれ，間接的であれ，EEC あるいはその他の国か
らの産業廃棄物や放射性廃棄物の輸入（移動）を禁止する。





























－ EEC と ACP 諸国は，開発政策の策定においてサービス・セクターが重要
な役割を担うものであることを確認し，この分野における協力を強化する。


































































































による ACP 諸国に対する資金協力は贈与が中心であり，EEC が ACP 諸国に
対して保持する債権はきわめて低い水準にとどまっていた（２パーセント以
下）３７）。このような事情から，＜債務問題は，ACP 諸国に対して多額の債権を






















































































別の優遇措置を講ずるという点において，EEC と ACP 諸国の間にコンセンサ
スが成立していた。ただし，ACP 諸国が，最貧開発途上国を対象とする特別
基金の設置を求めたのに対して，EEC はそれに強硬に反対し，設置には至ら















































































ACP 諸国と EU 加盟国の双方は，ロメ協定の諸規定を改訂する権限を認めら
れていた。そして決定はすべて，双方の合意に基づくものとされていた。しか
し実際には，規定の改訂は，ACP 諸国ではなく，もっぱら EU の新たな関心
事を反映するかたちで行われた４２）」と，EU 主導により，EU の設定したアジ
ェンダに基づいて，中間見直しが行われたと特徴づけている。






に陥っていた。それは，「第二次失われた１０年」(The Lost Decade II) というグ
ロテスクな表現に示されるとおりである。こうした ACP 諸国経済の脆弱性に











う世界貿易機関 (WTO) の発足（１９９５年１月）は，変則的な GATT 貿易秩序
に終止符を打ち，多角的自由貿易体制を実現するための制度的基盤を構築する
ものとなった。それは，自由・無差別・多角・相互主義という戦後国際貿易秩
序の主導原理を楯に，ACP 諸国が EEC から付与されてきた特権構造そのもの
を根底から覆しかねないものとなった。






European Community から European Union への発展である。それは，歴史感覚
を欠落させた保護主義的な欧州要塞構築の目論見という，１９９２年プログラム
に対する国際社会からの激しい批判を強く意識して，Global Actor としての EC
の国際的責任を前面に掲げるものであった。こうして，１９９２年２月，オラン






















































１９９２年１１月１８日，EC 閣僚理事会は，Aspects of Development Cooperation









ているという事実を確認する。（４）EC および EC 加盟国が，すべての開発途
上国を対象として展開する開発協力プログラムにおいて，人権や民主主義原則
の尊重，過度の軍事支出の削減，および良い統治の実現は，今後ますます重要
































かかわる事項に限定せず，広く政治問題全般や EU と ACP 諸国に共通す

































EU 閣僚理事会の決裂であり，６月３０日の ACP-EU 閣僚理事会による交渉の
妥結（合意の成立）であった。まず前者に関しては，第四次ロメ協定における
第二次財政議定書，すなわち第８次欧州開発基金に対する拠出金をめぐって
EU 加盟国は激しく対立し，それは ACP-EU 閣僚理事会の直前に開かれた EU
閣僚理事会においても解消されなかった。とりわけ，イギリスとドイツは，拠




























































第四次ロメ改訂協定は，厳密には Agreement Amending the Fourth ACP-EC
Convention of Lome Signed in Mauritius on 4 November 1995，および Fourth



























Fourth ACP-EC Convention of Lome as Revised by the Agreement Signed in





























および法の支配は，協定の Essential Element を構成するものとして重視さ















































































第二は，第３６６a 条の新設である。それは，第５条の Essential Element 規定
に対応する Suspension Clause（停止条項）として特徴づけられ，第四次ロメ改
訂協定の大きな柱のひとつを構成するものである。その骨子は，次のとおりで










分的あるいは完全な適用停止 (Partial or Full Suspension of Application) を含む。
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